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 財政健全化法に基づく財政判断比率  

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

◎「地方公共団体の財政の健全化に関する法律」について 
地方自治体の財政を、「健全」、「財政の早期健全化」、「財政の再生」の３つの段階に区分し、段階に応

じた対応を要請するものである。 

 ① 実質赤字比率  

  一般会計等における歳出に対する歳入の不足額（いわゆる赤字額）の一般財源の標準的な規模を表す

「標準財政規模」（標準税収入額等＋普通交付税額＋臨時財政対策債発行可能額）に対する比率 

 ② 連結実質赤字比率  

  特別会計を含む村の全会計を合算し、一つの法人とした場合の赤字額の標準財政規模に対する比率 

 ③ 実質公債費比率  

  義務的経費である公債費やこれに準じた経費の総額の標準財政規模を基本とした額に対する比率の

３ヵ年（令和５～令和７年度）の平均値（資金繰りの程度を表す指標） 

 ④ 将来負担比率  

  村債残高、退職手当、損失補償を付した第三セクター等への債務など、決算年度末時点での一般会計

等が将来負担する見込額の標準財政規模を基本とした額に対する比率（財政圧迫の可能性度合の指標） 

 ⑤ 資金不足比率(公営企業等会計)  

  一般会計等における実質赤字に相当する公営企業等会計の｢資金不足額｣の公営企業の事業規模に対

する比率（経営状態の悪化の度合いを示す指標） 
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 【※参考 健全化判断比率に関する事務手続き順序】  
 

①村で健全化判断比率等の算定 

    ↓（※算定調書・様式等の作成） 

②県の算定書類の検収（本村随時実施） 

    ↓（※県の事前承認） 

③村監査委員による審査 

    ↓（※審査意見書付与） 

④村９月定例議会へ報告 → 公表(掲示場･ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ等) 

    ↓（※公表後速やかに） 

⑤県 へ の 法 定 報 告 → 総 務 省 公 表 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 比率のいずれかが早期健全化基準（公営企業等にあっては経営健全化基準）以上となった

場合には、再生健全化計画（公営企業等にあっては経営健全化計画）を策定し、自主的な改

善努力で財政（経営）健全化を目指すこととなり、いずれかが財政再生基準以

上となった場合には、財政再生計画を策定し国等の関与による確実な財政再生

が図られることとなる。 
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１-① 健全化判断比率-実質赤字比率（※算定様式「総括表②」） 
 

【算定方法】 

 
 

 

 実質赤字額＝△94,813 千円（黒字）／標準財政規模 1,960,189 千円 

実質赤字比率 ※黒字のため比率なし 

（前年度 比率なし） －（－） 
 

 

１-② 健全化判断比率–連結実質赤字比率（※算定様式「総括表②」） 
 

【算定方法】 

 
 

 

 連結実質赤字額 ＝△148,769 千円（黒字）／標準財政規模 1,960,189 千円 

連結実質赤字比率 ※黒字のため比率なし 

（前年度 比率なし） －（－％） 
【連結対象会計】※「墓地事業特別会計」については一般会計等に属する会計として除外。 

区分 会 計 名 
実質収支・余剰額 

（令和７年度） 

実質収支・余剰額 

（令和６年度） 

一般会計等

以外の 

特別会計 

国民健康保険 12,601千円 2,982千円 

介護保険 29,043千円 40,869千円 

後期高齢者医療 288千円 299千円 

公営企業等

の特別会計 
下水道事業（※） 12,024千円 6,626千円 

 連結対象会計 計 53,956 千円 50,776 千円 

(従来制度) 

◎湯川村令和７年度決算当てはめ 
 

 

 標準財政規模（令和７年度） 

・標準税収入額等 469,061千円 

・普通交付税額 1,491,128千円 

・臨財債発行可能額   0千円 

    計   1,960,189千円 

◎湯川村令和７年度決算当てはめ 
 

村が通常水準の行政活動を行う上で必要な 

一般財源の総量 

≪普通会計実質収支額≫ 

・一般会計分：94,801千円 

・墓地会計分：   12千円 

上記普通会計分 94,813千円及

び下表特別会計分計との合計

額（村全会計分の実質収支） 

(※)R5 は特定環境保全公共下水道事業と農業集落排水事業の合計値  
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１-③ 健全化判断比率–実質公債費比率（※算定様式「総括表③」） 

 
【算定方法】 

 
 

 

 

 実質公債費比率（単年度） ＝１０．４１１３０％ 
 

１７３，１７５千円 
（地方債元利償還金 367,732 千円＋ 準元利償還金 102,295 千円）－（特定財源  0 ＋ 基準財政需要額算入額 296,852 千円） 

  調査表項目№（①・②）＋  （③～⑦）    －   ⑧   ＋    （⑨～⑪） 
 

１，６６３，３３７千円 
（標準財政規模 1,960,189千円）－（元利償還金に係る基準財政需要額算入額 296,852千円） 

   調査表項目№（⑫～⑭）    －  （⑨～⑪） 

 

実質公債費比率 
（３ヵ年平均値） 

※単年度比率(R5～R7) 

・R5 年度 : 13.49124％ 

・R6 年度 :  9.80605％ 

・R7 年度 : 10.41130％ １１．２％ 
 

 概 要 説 明  

 ３カ年平均の実質公債比率については、11.2％となり、前年度の 11.5％から 0.3％

の減となった。 

 なお、今後の当比率について令和８年度から令和９年度にかけて過疎対策事業債

を活用した工事等の計画が多々あることから、更なる上昇やその上昇幅にも十分注

意する必要がある。 

 

 

◎湯川村令和７年度決算当てはめ 
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１-④ 健全化判断比率–将来負担比率（※算定様式「総括表④」） 

 

【算定方法】 

 
 

 

 

△８１５，４９４千円 
（将来負担額 2,884,604千円）－（充当可能基金 1,607,616千円＋基準財政需要額算入額 2,092,482千円） 

 

１，６６３，３３７千円 
（標準財政規模 1,960,189千円）－（元利償還金に係る基準財政需要額算入額 296,852千円） 

 

将来負担比率 比率の推移 (R5～R7) 

・R5 年度 ：比率なし 

・R6 年度 ：比率なし 

・R7 年度 ：比率なし 
－（比率なし） 

 

 概 要 説 明  

 当比率の増加要素である「将来負担額」については前年度と比較して 279,756 千

円の減（｢地方債の現在高｣で 295,884 千円減、「公営企業債等繰入見込額」で 91,315

千円減となっており、比率減少要素である「充当可能財源等」については 236,865

千円の減（「充当可能基金」で 22,702千円減、「基準財政需要額算入見込額」で 214,163

千円減）となり、当比率については前年度同様「比率なし」となっている。 

 しかし、依然として厳しい財政状況にあることから、当比率を発生させないため

にも、市町村財政計画等に基づいた事業の執行を行い、引き続き財政規模に合った

財政運営に努めていく必要がある。 

 

 

◎湯川村令和７年度決算当てはめ 
 


